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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、地方大学における地域志向教育が大学生の地域愛着や就職地選択
行動に与える影響を明らかにすることである。具体的には、地域志向教育が大学生の地域愛着意識と就職地選択
行動に及ぼす影響を、出身地を考慮した追跡調査データを用いて因果関係を解析した。
　分析の主な結果として、地方大学生の初職地選択行動に最も強い影響を与えるのは出身地、すなわち実家の所
在地であることが明らかになった。また、体験型の地域志向教育や地域内の社会関係資本、初任給が初職地選択
の決定要因であることも確認された。地域志向教育は地元愛着を高め、若者の地元志向を強化するのに貢献して
いることも明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this paper is to find the educational effects of ‘the 
community-oriented education’ using the data of follow-up surveys of local university students. 
This study can confirm the attitude changes in the local attachment and the local-employment 
settlement between those who received and did not receive the community-oriented education by using 
data from two times. According to this study, the educational effect only appeared to be limited to 
the students coming from other regions rather than those within the region. Rather, we find out that
 local experiences such as volunteer activities and club activities increase the attachment to the 
local community. According to the estimation results on local-employment of local youth, local 
industrial structure and job opportunities variables were more significant. The local employment 
opportunities were a direct factor in local employment decisions of local university students.

研究分野： 労働経済学

キーワード： 地域志向教育　初職地選択行動　地域愛着　地域間移動
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　学術的意義としては，地域間移動を経済的な要因だけでなく，地域志向教育効果などの心理的な要因を含めて
分析を試みたことにある。地域間移動については，経済学や社会学，人口学など様々な分野でそれぞれの観点で
分析が行われてきた。未だに分野横断的な研究が十分だとは言えない。ここに本研究の学術的意義があると言え
る。
　社会的意義としては，人口減少の問題が深刻化する中，人口減少の最大の要因である地域間移動について焦点
を当てたことにある。地方からの若者の移動は主に大学進学時と大学を卒業し，初職に就く時点である。初職選
択行動要因を科学的に分析することは有効な政策立案のために貴重な基礎資料となりうる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（１） 日本の人口減少の速度が加速している。その背景として，民間団体である日本創生会議
は地方から都市への若者の移動がマクロ全体の人口減少に拍車をかけていると警告している。
しかし，今日でも地方から東京への人口流出は続いており，改善の兆しはいっこうに見えない。 
 
（２） そこで国は 2013 年度から若者の地域定着率の向上を目指し，地域を志向した教育を強
化している。文部科学省は「大学改革実行プラン」において、「大学等（短大・高専を含む）が、
地域の課題を直視して解決にあたる取組を支援し、大学の地域貢献に対する意識を高め、その教
育研究機能の強化を図る」ことを目標として、大学 COC（Center of Community）機能の強化
をうたった。そして、2013 年度からは「地（知）の拠点整備事業（COC）」、続く 2015 年度か
らは「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」を展開している。前者の事業で
は、地域社会と連携して地域を志向した教育・研究・社会貢献を進めるために、教育カリキュラ
ムや教育組織の改革を行いつつ、地域の課題解決や自治体等と協働して課題解決に取り組むこ
とが重視された。しかし，このような地域志向教育の効果についてはまだ科学的な検証がなされ
ていない。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では大学入学時から卒業時点までの追跡調査結果を用いて、操作変数法などの統計的手
法を用いて地域志向教育と地元就職の因果関係を明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
（１） 本研究のために，A 大学の 2019 年度入学した者を対象とし，入学時の 2019 年５月，
就職活動が始まる直前の 3 年生の 2021 年 11 月，そして就職活動がほぼ完了する卒業間近の
2023 年 3 月の 3 つの時点を追跡調査し，パネルデータを作成した。 
 
（２） 「地域志向科目」を 4 科目以上積極的に受講した人をトリートメントグループ、それ以
外の人をコントロールグループとして、地域志向教育が地域愛着に与えた教育効果を DD 分析
によって明らかにする。 
 
（３） 地方大学生の初職地選択が，経済社会情勢に関する要因をコントロールした上で，どの
ような属性や要因により影響を受けているのか，そしてその決定要因が在学中にどのように変
化しているのかを統計的に明らかにする点にある。そのため，推計方法としてはプロビットモデ
ルを用いた。 
 
４．研究成果 
（１）トリートメントグループの愛着の平均値は入学直後に 6.425 だったのが 3 年次後期では
6.712 で 0.288 ポイントの増加があることが分かる。一方、コントロールグループでは、6.290
から 6.398 で 0.108 の増加があった。つまり、トリートメントグループの 0.288 増加ポイント
のうち、消極的に履修を行っても 0.108 の愛着の増加は期待できるが、地域志向教育を積極的に
行うと 0.180 の増加が期待できる。コントロールグループが約３年間の在学中に 0.108 ポイン
ト増加に留まったのと比較すると、積極的に地域志向教育を行うことに一定の教育効果がある
ことが期待できる。 
 
 

図 1 地域愛着の変化 
 



（２） 地元就業希望ダミー変数をトリートメントグループとコントロールグループに分けて
その平均値の推移を図示したものである。図からまず、すべてのグループで地元就業希望の平
均値が入学直後より 3年次後期で低下していることが分かる。また、トリートメントグループ
の低下幅がより大きいのが注目される。このことから地域志向教育と地元就業希望とでは大き
な関連が見出せないとした李・花田（2022）、小川（2020）、李・山口（2019）らの研究と類似
した結果が予想される 
 

 
図 2 地元就業希望の変化 

 
（３） 地方大学生の初職地選択行動に最も強い影響を与えているのは出身地，つまり実家の
所在地であることがわかった。出身地は，入学直後から就職内定に至るまで，一貫して強い影
響を与えており，若年者の中に地元志向が強まっていることがうかがえる。 
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